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■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

※標準事業は別紙参照

※標準事業は別紙参照

⑥ 放課後児童クラブ事業
221,837 放課後児童クラブへ運営費などの支援を行うことや物価高騰対策、新型コロ

ナウイルス感染症対策に対する補助をすることにより、子どもの適切な遊び及
び生活の場を確保することができた。203,416

⑥ 長期休暇子どもの居場所事業
5,506 長期休業期間について、この事業以外に受け入れ可能な放課後児童クラブ

を調整し全ての利用希望者の居場所を確保することで保護者が安心して就
労等ができる環境を提供した。5,422

⑤
福祉医療費助成事業（子ど
も）

210,548 義務教育修了までの子どもの医療費の一部を助成することにより、子育て世
帯の経済的負担を軽減するとともに窓口無料化の拡大に向けて、条例改正
等を行い、更なる子育て支援の充実を図った。210,162

⑤
低所得子育て世帯生活応援
給付金支給事業（ひとり親世
帯以外分）

20,220 低所得の子育て世帯に対し、国の給付金に加えて、市独自で給付金及び追
加対策分の給付金を支給することで、新たに家計に影響を受けた世帯も含め
て支援を実施することができた。18,964

④
低所得子育て世帯生活応援
給付金支給事業（ひとり親世
帯分）

28,070 食費等の物価高騰に直面し、特に影響を受ける低所得のひとり親子育て世
帯に対し、経済的負担を軽減するため、実情を踏まえた生活支援を行うこと
ができた。25,284

⑤ 子育て世代包括支援事業
111,289 妊娠期から子育て期に切れ目のない伴走型相談支援及び経済的支援を

行った。また新たに妊娠８か月相談を開始し、妊娠期・出産の不安の軽減や
安心につなげることが出来た。105,068

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 保育所等ＩＣＴ化推進事業
5,280 システム導入により、職員の事務負担の軽減につながり、保育業務に注力で

きる環境整備を行った。また、保護者からの欠席・遅刻の連絡がシステムに
より可能となったことから利便性の向上が図られた。5,280

目指す姿 子育て世帯が、周りに支えられながら、安心して子どもを育てています。

関連する分野別計画 第２期亀山市子ども・子育て支援事業計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

伴走型相談支援事業及び出産・子育て応援給付金や医療費助成、ひとり親子育て世帯への経済的支援を
行うことにより、切れ目のない支援を行うことができた。放課後児童クラブに対する運営費の支援等や長期休
業時等の必要な子どもの居場所づくりを行い、児童の安心できる居場所を確保することができた。このように、
保健・医療・福祉・教育等の関係部署や様々な運営母体とのパートナーシップにより、妊産婦や子ども・子育て
世帯の健康的な生活と福祉を推進することができた。

令和５年度 施策評価シート

施策の大綱 ４．子育てと子どもの成長を支える環境の充実 評価担当者

基本施策 （２） 安心して子どもを産み育てられる環境づくりの推進 子ども未来部長　高宮　綾子
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

今後の展開方針

民間事業者の認定こども園化への公的支援により低年齢児の受入機能強化を図るとともに、就学前教育・保育施設の最適化に向け、引
き続き検討していく。子ども家庭センターを開設し、統括支援員を中心としたケース・マネジメント力とソ－シャルワーク機能の充実を図り、
切れ目ない子ども・子育て支援体制を強化・充実する。「亀山公式ＬＩＮＥ」を活用し、子育てに関する様々な情報提供を充実し、子育て世
帯の交流促進に取り組む。児童の安心できる居場所づくりについては、放課後児童クラブの運営・支援や長期休暇子どもの居場所づくり事
業に引き続き取り組むとともに、切れ目ない支援の充実に向けて児童発達支援センター機能の確保に努める。また、子どもの福祉医療費
助成事業については、国や県、他市町の動向を注視しつつ、中学生までの窓口無料化を実施していく。

子どもの居場所づくりときめ細かな子
育て支援の推進

放課後児童クラブの運営支援などにより子どもの居場所づくりに引き続き取り組む。また、発達
等に配慮が必要な児童等及びその家庭に対し関係機関等と連携し、必要な支援を行う。

総合評価
就学前教育・保育施設の受入機能の強化については、亀山市就学前教育・保育施設の再編方針を改訂し、既存
の民間事業者の認定こども園化への公的支援を行う体制を整備したことにより、次年度以降の待機児童の解消が
見込まれる。魅力ある幼児教育・保育の提供については、地域資源を活用し、豊かな体験を重視した保育・教育活
動を実践し、子どもたちの自己肯定感や意欲、体力等を育むことができた。また、医療的ケアや特別な支援を要す
る子どもに対して、安心できる保育体制の確保に向け必要な職員配置に努めることができた。保育士や看護師等の
人材確保については今後も課題である。子育て世代が孤立しない環境づくりについては、「かめやま子育てＬＩＮＥ」に
よるタイムリーな情報発信や地域子育て支援センター事業などにより、子育て世帯が孤立せず、安心して子育てで
きる環境づくりを行った。子育て世帯の自立した生活への支援については、貧困等の課題を抱えた子育て世帯へ
様々な制度や情報提供により、自立した生活への支援につながった。子育ての希望をつなぐ支援の充実について
は、妊娠から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援と多様な専門スタッフや関係機関との連携による子育て
世帯のニーズに応じた相談・支援の実施により、切れ目ない支援の充実に向けて取り組んだ。また、子どもの福祉医
療費助成事業において、義務教育修了までの子どもの医療費の一部を助成し、窓口無料化の拡大に向けて、条例
改正等を行い、更なる子育て支援の充実を図ったが、県内各市町での格差が生じている。子どもの居場所づくりとき
め細やかな子育て支援の推進については、放課後児童クラブの運営・支援や長期休業時等に居場所づくり事業に
より児童の居場所の確保につなげた。また、児童発達支援センター機能の確保に向けては、引き続き取り組みを進
める必要がある。

Ｂ
まずまず進んだ

子育て世代が孤立しない環境づくり
子育て世帯のニーズに応じた相談・支援につながるよう、多様な専門スタッフにより伴走型相
談支援を継続して行うとともに、関係機関とも連携・協働を行った。

子育て世帯の自立した生活への支
援

貧困等の課題を抱えた子育て世帯の相談・支援を行った。引き続き、様々な制度の情報提
供や相談・支援体制の充実を図っていく。

子育ての希望をつなぐ支援の充実
子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点が一体となり、関係機関と連携し、
妊娠期から子育て期の切れ目ない支援を行った。

施策の方向 施策推進に関する考察

就学前教育・保育施設の受入機能
の強化

亀山市就学前教育・保育施設の整備方針を改訂し、既存の民間事業者の量的拡充を図るた
めの公的支援を行う体制を整備した。また、民間機能の活用により同程度の効果が見込まれ
ることから、川崎南保育園増築事業を廃止した。

魅力ある幼児教育・保育の提供
自然等の地域資源を活用した体験を通じた保育・教育活動を実践しており、更に充実してい
く。また、医療的ケアを要する子ども等が園生活を安心しておくれる保育体制の整備を図る。

4
重要度

満足度

0.21

3
重要度

満足度

子育ての相談、保育等の充実、子育ての
環境、いずれも重要度は、高い水準を維持
しており、安心して産み育てられる環境づくり
へのニーズが高いことがわかる。満足度に
ついては、設問１については若干の上昇が
見られるものの、設問２については、やや下
降している。引き続き、満足度向上に向け
取り組みを進めていく必要がある。

満足度 0.13 0.15

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察

1
子育ての相談、保育等が充実して利用し
やすい

重要度 1.34 1.39

2
地域の見守りの中で、子どもを健やかに育
てられる環境が整っている

重要度 1.35 1.38

満足度 0.27

年間出生数 人 359 Ｒ２ 269 307 400

産前・産後の子育て家庭へのアウトリーチ
による延べ相談件数

件 115 Ｒ２ 127 145 120

0

地域子育て支援センター利用者数 人 20,642 Ｒ２ 20,323 21,781

低年齢児（３歳未満児）待機児童数 人 12 Ｒ３ 19 5

33,000

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7



■関連する主な事業 （単位：千円）

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 民間保育所補助費
24,863 民間保育所等の運営支援のため、各種事業の補助を実施することで、民間保

育所等における保育環境の向上を図ることができた。23,942

① 施設整備費（保育所費）
1,000 職員用トイレドライ化工事（第一愛護園）を行い、公立保育園の施設改修等を

実施することで、保育環境の改善を図ることができた。979

① 施設管理費（待機児童館費）
35,170 保育所等へ入所ができない待機児童の受け皿の確保として、待機児童館ばん

びの管理運営を行うことで、就学前児童の保護者の負担軽減と児童の安全な
保育環境の確保を図ることができた。32,837

③ 地域子育て支援センター費
37,799 感染症対策を徹底のうえ、子育て講座等の開催及び子育て相談の実施によ

り、安心して子育てができる環境づくりにつなげた。また、「かめやま子育てLINE」
による、情報発信を行った。35,623

③ 児童短期入所生活援助事業
364 入所希望者に対し、情報提供と面談等を行い、利用が必要な保護者の児童等

について、施設と協議のうえ、施設への受け入れを行った。141

③ 要保護児童対策事業
170 要保護児童等・DV対策地域協議会を中心とした地域や関係機関との連携によ

り、虐待等発生時の迅速な対応や、その後の児童及びその家庭への支援を
行った。116

③ 児童家庭支援事業
41,357 発達等に配慮が必要な児童等及び家庭との相談や児童等への発達検査を行

うとともに、園・学校や医療などの連携により、支援を行った。17,572

③ 療育相談事業
5,604 発達等に配慮が必要な児童及び家庭に対し、一人一人の特性や発達段階に

合わせ、個別・小集団での療育支援及び専門機関と連携して支援を行った。5,064

⑤ 一般事業（児童福祉一般事業）
18,039 子育て支援員研修を実施し、子育て支援の担い手となる人材を養成した。ま

た、母子家庭等高等職業訓練給付金等の支給を行い、ひとり親世帯への支援
を行った。16,316

⑤ 児童手当給付事業
1,800 第3子以降の出生祝金を58人に支給することで、次世代を担う子どもの出生を

祝福するとともに、子育て世帯の経済的な負担の軽減を図り、子育て環境の充
実を図った。1,740

⑥ 障がい児支援事業
75,984 公立保育園に在籍する支援が必要な園児に対し、介助員等の職員を加配する

ことで、教育環境の充実を図ることができた。62,326

⑥ ファミリーサポートセンター事業
7,802 会員間のコーディネートをアドバイザーが行い子育て支援を行うとともに、利用

ニーズが高い送迎に対応する会員を増やすため移動自動車サービス専用自動
車保険への加入費用を負担し、安心して子育てができる環境を整備した。7,502


